
（参考）令和３年度ワークライフバランス職場表彰
業務見直し特別賞を受賞

「JAS登録認証機関の登録/登録の更新の申請」
業務に関して、提出書類が膨大であること等が申請
者の負担となっていたところ、業務フローを丁寧に見
える化し、
• 農林水産省共通申請サービス（eMAFF）

を活用することにより､紙による書類提出を不要
• 提出済みの書類と同内容の書類の提出を不
要とする申請手続の見直しなどを実施し、審
査側の業務量の削減を実現。

関税割当の申請者が持ち込む申請書類の受付・
確認・指導等への対応業務に要する作業時間が多
大であり、依然として紙ベースの申請が中心であるこ
とへの問題意識から、申請手続の電子化、申請内
容の簡素化、申請方法の周知に取り組んだもの。

結果として、関税割当申請手続きに係る業務に要
する作業時間を約50%削減し、紙の利用枚数も大
幅に減少（従来：約12,000枚/年 → 見直し
後：1,440枚/年）した。

農林水産省 大臣官房新事業・食品産業部
食品製造課基準認証室

農林水産省 畜産局牛乳乳製品課
JAS登録の申請手続の電子化、簡素化 関税割当申請手続の電子化、簡素化

（参考）令和3年度ワークライフバランス職場表彰 業務見直し特別賞
○ 国家公務員のワークライフバランスの推進を図ることを目的として内閣人事局が主催するワークライ
フバランス職場表彰の業務見直し特別賞について、農林水産省の業務見直しの取組が２件（全６件中）
受賞。
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（参考）令和３年度ワークライフバランス職場表彰
業務見直し特別賞を受賞
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（参考）令和５年度 国家公務員のためのワークスタイル変革アワード
人材開発部門 地方の部 最優秀賞

○ 行政のワークスタイル変革が各職員へより一層普及することを目指し創設された「ワークスタイル変
革取組アワード」（内閣人事局・デジタル庁・人事院共催）において、「改正法に対応したBPMNモデ
リング手法を活用した輸出検疫プロセス効率化と若手植物防疫官プロジェクトチームの活動」（横浜植
物防疫所業務部輸出検疫担当）が、人材開発部門【地方】で最優秀賞を受賞。
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データを活用した農業を行っている農業経営体数(2020年)

資料：2020年農林業センサス
注１： 「データを取得して活用」 とは、気象、市況、土壌状態、地図、栽培技術などの経営外部データを農業経営に活用することをいう。
注２： 「データを取得・記録して活用」とは、経営外部データに加え、財務、生産履歴、土壌診断情報などの経営内部データをスマートフォン、ＰＣなどの機

器に記録して農業経営に活用することをいう。
注３： 「データを取得・分析して活用」とは、上記のデータに加え、センサー、ドローン、カメラなどを用いて、ほ場環境情報や作物の生育状況といったデータを

取得し、分析して農業経営に活用することをいう。
注４： 「2025年までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践」（成長戦略フォローアップ(令和２年７月)で示されたKPI）の実績は

36.4％（2020年）、48.6％（2021年）。

データを取得・分析して活用 データを取得・記録して活用
データを取得して活用 データを活用した農業を行っていない

単位：千経営体
12.0

(1.1%) 61.8
(5.7%)

108.9
(10.1%)

データを活用した農業を行っている農業経営体数（全国）

3.9 17.2 27.9 51.0

（単位：％）北海道 1.0

5.4
9.5 84.1

（単位：％）都府県

(34.9千経営体) (1,040.8千経営体)
データを取得・分析して活用 データを取得・記録して活用
データを取得して活用 データを活用した農業を行っていない

893.1
(83.0%)

データを活用した農業を行っている農業経営体の割合（北海道・都府県別）



1.8 

7.1 13.0 78.1 

（単位：％）都府県

5.5 20.6 35.5 39.1 

（単位：％）北海道
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データを活用した農業を行っている農業経営体数(2022年)

資料：令和４年 農業構造動態調査
注１： 「データを取得して活用」 とは、気象、市況、土壌状態、地図、栽培技術などの経営外部データを農業経営に活用することをいう。
注２： 「データを取得・記録して活用」とは、経営外部データに加え、財務、生産履歴、土壌診断情報などの経営内部データをスマートフォン、ＰＣなどの機

器に記録して農業経営に活用することをいう。
注３： 「データを取得・分析して活用」とは、上記のデータに加え、センサー、ドローン、カメラなどを用いて、ほ場環境情報や作物の生育状況といったデータを

取得し、分析して農業経営に活用することをいう。
注４： 「2025年までに農業の担い手のほぼ全てがデータを活用した農業を実践」（成長戦略フォローアップ(令和２年７月)で示されたKPI）の実績は

36.4％（2020年）、48.6％（2021年）。

単位：千経営体

18.8
(1.9%)

73.7
(7.6%)

134.4
(13.8%)

データを活用した農業を行っている農業経営体の割合（北海道・都府県別）

データを活用した農業を行っている農業経営体数（全国）

(33千経営体) (942千経営体)
データを取得・分析して活用 データを取得・記録して活用
データを取得して活用 データを活用した農業を行っていない

748.2
(76.7%)

データを取得・分析して活用 データを取得・記録して活用
データを取得して活用 データを活用した農業を行っていない



農業・食関連産業の
デジタルトランスフォーメーションの実現に
向けた「農業DX構想」の見直し

4
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定着

実行

始動

イベントの方針「農業DX構想」 策定とデジタル戦略推進のジャーニー

352019(R1) 2023(R5) 2030(R12)

初期段階 発展段階 成熟段階

R2.3 食料・農業・農村基本計画

目標設定：
デジタル化は手段であり目的ではないことに留
意した戦略を策定する
現状把握：
組織内のデジタル化の状況／プロジェクトの
全体像を把握する
機運の醸成：
変革の必要性を関係者の共通認識とする
実行体制：
必要なタスクにブレイクダウンし必要な体制を
構築する

R3.1~３ 農業DX構想検討会

R5.4 3300超の行政手続を
eMAFF上でオンライン化

R3.3 農業DX構想策定

R3.4 eMAFFの運用開始

2021(R3)

データマネジメントの取組

R5.６~12 農業DX構想検討会

R5.12 農業DX構想2.0策定

農業DXプロジェクト始動

FaaS
の実現

R2.1 農林水産省業務見直しチーム設置

アジャイルに実行：
変化に対応して戦略や手段を機動的に見直し
ながら実行する
振り返り（評価・モニタリング）：
実行された戦略を振り返り、評価・見直しを行う

成熟段階に向けた
課題の明確化と

課題解決のための具体策の実行

個別のプロジェクトの成果が
有機的なつながりを形成

新たな価値の創造：
DXにより、農業・食関連産業の各分野におい
て新しいサービスやビジネスモデルにより新たな
価値が創造される
デジタル技術の活用が当たり前に：
現場や行政実務においてデジタル技術の活
用が当たり前のものとして定着する



Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）
将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること。
企業が外部エコシステム（顧客、市場）の劇的な変化に対応しつつ、内部エコシステム（組織、文化、従業員）の変革を
けん引しながら、第３のプラットフォーム（クラウド、モビリティ、ビッグデータ/アナリティクス、ソーシャル技術）を利用して、
新しい製品やサービス、新しいビジネスモデルを通して、
ネットとリアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値を創出し、
競争上の優位性を確立すること。
（世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令和２年７月17日閣議決定））

イベントの方針「デジタル化」と「デジタルトランスフォーメーション」の違い
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Digitalization
（デジタライゼーション）
組織のビジネスモデル全体を一新し、クライアントやパートナーに
対してサービスを提供するより良い方法を構築すること

Digitization
（デジタイゼーション）
既存の紙のプロセスを自動化するなど、物質的
な情報をデジタル形式に変換すること

デジタル
トランスフォーメーション

FaaS
の実現



Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）

イベントの方針農林水産業のデジタルトランスフォーメーション
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Digitalization（デジタライゼーション）

Digitization（デジタイゼーション）
紙で保管していた情報をデジタル化したり、
記録媒体をノートからパソコンのエクセルシー
トやスマートフォンのアプリに変更するなど、物
質的な情報をデジタル形式に変換すること

デジタル技術を活用して農林水産業のビジネスモデルを刷新し、販売先や
サービスの提供先等に対して価値を提供するより良い方法を構築すること

RPAを活用して一連の業務を自動化

eMAFFにより行政手続申請をオンライン化

農業者が紙に記帳した生産履歴を
JAがスキャナー等で電子化

農業者が営農管理ソフトに生産履歴を入
力してJAの生産部会で共有

農業者が生産履歴を入力した営農管理ソフトの
データを、農業者の了解の下、ID連携により行
政機関、金融機関、取引先等で共有し活用

ワープロソフトによる手続申請書類の
下書きの作成

将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること。
（世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（令和２年７月17日閣議決定））

農業者の高齢化や労働力不足が進む中、デジタル技術を活用して効率の高い営農を実行しつつ、消費者
ニーズをデータで捉え、消費者が価値を実感できる形で農産物・食品を提供していく農業（FaaS: 
Farming as a Service）への変革を実現すること。（農業DX構想（令和３年３月公表））

（例）

（例）

（例）
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